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2C1 燃料電池技術を 事例とする国家プロジェクトの 
展開メカニズムの 分析 

伊地知 覚博 ， 0 平澤 冷 ( 東京大学 ) 

1. 序 

著者らは，知的成果物データベースを 用い，学術文献および 特許に表れる 研究者・技術者の 氏名を手がかり 

として，研究開発の 粗織過程を構造化して 表現する方法論を 開発してきた [1.2]. この方法論によって 作成さ 

れた研究開発過程を 表現する図を ， " 動的活動連関 紺と 呼ぶ・この手法は ，公開データを 用い，分析者の 窓 

焦性を排除した 客観的手続きに 従ってそれを 処理することに 特徴を有している   

研究開発組織の 動的過程の分析対象のレベルとして ， i) 組織内，め組織間・ 機関間， 田 ) 科学技術社会全 

般 03 つを想定し，粗織内については ， VTR[2], 自動車用サスペンションⅢ，洗剤 [3] 等の事例を対象と 

してこれまで 分析を行ってきた・ 一方，組織間・ 機関間については ，Ⅲ tATo プロバラムの 導 電柱ポリマー・ 

プロジェクトの 事例 [3] について分析を 行った・本研究では ，さらに組織間・ 機関間における 連携・協力の 実 

態を明らかにすることを 目的として，国家プロジェクトとして 研究開発活動が 行われている「燃料電池発電シ 

ステム」を事例として 取り上げる・ 

燃料電池は，日本においては ，主として，通商産業省工業技術院の「ムーンライト 計画」の中で ，大型省エ 

ネルギー技術開発の 一環として取り 上げられて開発が 進められてきた．このような 国家プロジェクトにおい 

て，国立研究機関と 民間企業および 技術研究組合が ，相互にどのような 関係をもって 技術開発を行ってきた 

か ，その実態を 把握することは ，組織間・企業間の 連携・協力を 図りながら推進する 共同研究開発のマネジメ 

ント を考える上で 興味深い・ 

本研究では，燃料電池のうち ，第 2 世代と言われる 溶融炭酸塩を 電解質とする 燃料電池 ( 通常，溶融炭酸塩 

型燃料電池㎝ 0l は nC 肛ぬ na 比 FuelCeII:MCFC) と略称される ) を分析対象技術として 選択し，この 技術開発 

への取り組み 方が異なる 3 社一日立製作所，東芝，富士電機一を 中心として分析を 行った ， 

2. 分析対象技術と 国家プロジェクトの 概要 

2.1, 燃料電池発電システム 

燃料電池には ，いくつかの 種類があ る・このうち ，日本において ，オンサイト 発電用ないしは 電気事業用と 

して研究開発が 行われているものに ，リン酸型燃料電池，溶融炭酸塩型燃料電池，固体酸化物型燃料電池等が 

あ る・ 

燃料電池発電システムとして ，電極や電池構成材料等の 燃料電池本体に 関わる技術のほか ，改質装置等の 周 

辺 機器の開発や ，システム全体の 制御等に関するエンジニアリンバ 技術の開発等が 行われている・ 

2.2.  「ムーンライト 貢士 画 」 

「ムーンライト 計画」は， 1981 ～ 86 年が第 1 期であ り，現在は， 第 11 期 となっている． 第 11 期は 1 の 7 年 ま 

でとして計画されている・ 計画では，まず ，リン酸型燃料電池発電システムの 研究開発が進められ ，次いで， 
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溶融炭酸塩型と 固体 酸ィヒ物 型の各燃料電池発電システムの 研究開発が進められている・ 

溶融炭酸塩型燃料電池発電システムは ， 第 1 期では，工業技術院の 直轄プロジェクトとして 推進され，各 氏 

間 企業へ開発が 委託される体制となっていた・また ， 第 11 期に入ってからは ，主要部分について ，通商産業 

省傘下の新エネルギー・ 産業技術総合開発機構 ひ ewEnergy 狐 dIndus ㎡ alTechn0I0gy 儀 vel0pment ㎝ gm 睦 d0n: 

N 旺 ん ) の 下で開発が推進され ，民間企業，電力会社，民間企業や 電力会社各社を 組合員とする 技術研究組合 

(1988 年設立 ) 等に開発が委託される 体制となっている・ 

事例とした 3 社におけるこの 国家プロジェクトへの 取り組みは，以下のとおりであ る : 日立製作所と 東芝 

は ， 第 1 期において工業技術院の 委託を受けて 研究開発を実施した・ 第 Ⅱ期において ，日立製作所は ， NED0 

より委託を受けて 電池本体の開発を 担当している・ 電池本体の開発を 異なる方式で 担当している 企業には， 他 

に 三菱電機，石川島播磨重工業があ る・これら企業を 含めて計 24 社・法人により 技術研究組合が 形成されてい 

る・東芝は，周辺装置の 開発を担当しまた ，富士電機は ， 第 11 期において「ムーンライト 計画」に加わり ， 

プラント構成機器の 1 つであ るスタック周辺系と 電池構成材料の 開発を担当している・ 

3. 方法論 

3.1. 方法 

著者らがこれまでに 開発してきた 方法論を用いる [1]   

3.2. データ・セットの 確定 

本研究では，化学系の 技術領域を対象として 日本における 企業内・企業間・ 機関間の研究開発活動を 把握す 

ることが目的であ るため，データベースとして ， ChemicaIAbs け actsSe ㎡ ce によって作成されている CA 

S ㏄ rch のデータベース と ，財団法人日本特許情報機構によって 作成されている J 印地データベースの 日本公開 

特許公報ファイルを 用いた． 

サーチ・ キ 一に関して，まず ，学術文献については ，以下のサーチ・キ ー とその組み合わせによって 検索し 

た : (( 佃 el-cell*orfueIceIl*or( 蹄 eI*andceIl*))f Ⅲ ((mo ㎏ ns 卸 t*)or(mo № na 材 ( 軸 t*orc 荻 Mm 懐 *))) にこ 

で， d 田は積集合をとることを ， or は和集合をとることを ， * は 前方一致を表す ) . また，特許については ， 

国際特許分類， H 記号，キーワード 等の利用が考えられる・ 国際特許分類 ( 第 2 版以降 ) には，燃料電池を 

表すグループ 記号として H0lM8@00 ( 燃料電池 ; その製造 ) があ る・サプバループのうち ，溶融炭酸塩型 燃 

料 電池に相当するのは   ， HOlM8/14 ( 溶融電解質をもつ 燃料電池 ) であ る・しかし，燃料電池を 構成する 要 

素技術の細部や 補助的な装置または 方法は，燃料電池の 種類によらず 別の サ プバループに 分類される・ した 

かって，特定の 種類にこでは ，溶融炭酸塩型 ) の燃料電池を 用途とする特許を 検索するために ，以下の サ一 

チ ・ キ 一の組み合わせに ょ った : 1 田 Ⅰ H0lM8/14orFI 臣 HOlM8/14or((1 ㎎ コ HOlM8 ダ orFI Ⅰ HOlM8 グル 卍 

H ㏄ Keyword Ⅱ溶融㎝ 礫 燃料 onl ィ 電池 ))). 

検索対象組織・ 機関は，当該民間企業にの 事例では，日立製作所，東芝，富士電機 ) , その子会社 ( 例   

日立エンジニアリンバ ，東芝セラミックス ，富士電機総合研究所 ) , 当該企業と共同出願を 行った組織 ( 例   

東京電力，凸版印刷 )  ( 共同出願 分 のみ ) , 国立研究機関 ( 出願人が工業技術院長・ 具体的には，工業技術院 

大阪工業技術研究所 ) , 国立研究機関と 共同出願を行った 組織 ( 例 ・神戸製鋼所，川崎重工業 ) , 技術研究 組 

合 であ る   
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学術文献は ， 1 り 4 年 4 月 21 日に，また，特許は ， 1 の 3 年 6 月 16 日に検索された． 

分析対象期間は ， 「ムーンライト 計画」が開始される 直前の 1979 年から 1 の 2 年までであ る   

4. 分析 

4.1. 粗糠過程 

図 1 弓は，日立製作所，東芝，富士電機の 溶融炭酸塩型燃料電池発電システムに 関する動的活動連関 図 であ 

る・ 

4.1.1. 国による成果 

図 1 弓から明らかな よう に，国の機関に よ る成果は， 1986 年以降に見られ ，大阪工業技術研究所のメンバ 一 

によって学術文献が 出され，また ，神戸製鋼所，川崎重工業に 属する技術者との 共同発明によって 特許が出さ 

れている・ 

一方， 1982 年から 1984 年にかけて出願された 特許の い くつかは，出願人が 工業技術院長となっている・しか 

し 公開特許公報に 記載されている 発明者の住所や 学術文献に記載されている 著者の所属に 関する記述から ， 

これらの特許の 発明者は，すべて 日立製作所または 東芝に所属している． 

これらのことから ，溶融炭酸塩型燃料電池について ，国立研究機関としては ， 1980 年代後期から 研究開発に 

取り組んでいるが ，民間企業と 共同で研究開発を 行った成果の 数はわずかであ り，しかも，それは 電池本体に 

関するものではない・また ，プロジェクトの 初期の工業技術院長を 出願人とする 特許は，工業技術院に 所属す 

る 研究者と民間企業研究者との 共同研究の成果ではなく ，工業技術院の 委託に よ る国の研究開発資金に 基づく 

民間企業における 成果であ ると推測することができる． 

このことは，国家プロジェクトとしての 共同研究開発であ っても，実際には ，分担したテーマに 関し，プロ 

ジェクトに参加した 各民間企業がそれぞれ 独自に研究開発活動に 従事している 様子を示唆している． 

4.1.2. 組織間・機関間の 関係 

知的成果物の 形成動向によるかぎり ，分析対象として 取り上げた 3 社では，国立研究機関との 共同研究開発 

は見られない・そして ，ほとんどの 特許は，各社を 出願人として 出されている． 

このことから ，国家プロジェクトが 実態的に寄与している 部分は小さく ，ほとんどの 研究開発は民間企業独 

自の努力によってなされていることが 明らかであ る． 

一方， 3 社とも，同じ 企業グループのエンジニアリンバ 企業や研究開発会社，および ，合弁企業といった 関 

連企業との共同出願が 見られる． 

これら 3 社は ， 元々，電機メーカ 一であ るにもかかわらず ，化学系の技術を 対象として燃料電池の 研究開発 

な 行っている・したがって ， 同じ企業グループ 内で，関連音 5 品・装置やエンジニアリンバに 関する知識をもつ 

企業に補われる 形で共同作業が 行われている ，といえる． 

富士電機では ，凸版印刷との 共同出願が見られる． 

これも，燃料電池セルの 材料に関し知識をもつ 企業との共同およびその 企業への委託という 形で研究開発が 

実施された結果であ る， とい える   

4.1.3. 一般的特徴 

これまでに分析を 行ってきた他の 日本企業の事例と 同様に， 3 社とも各企業内において ， " 研究開発 チ一 

Ⅴが相互に連関している ，すな ね ち，大規模な " 研究開発グルーブが 構成されている   
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図 1 溶融炭酸塩型燃料電池発電システムに 関する動的活動連関図一日立製作所 ( 続き ) 
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図 2  溶融炭酸塩型燃料電池発電システムに 関する動的活動連関図一東芝 
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図 3  溶融炭酸塩型燃料電池発電システムに 関する動的活動連関図一富士電機 
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このことは，国家プロジェクトとして 取り上げられるシステム 技術を研究開発対象とする 場合であ っても， 

統合的な研究開発体制がとられていることを 示唆している． 

また，これまでに 分析を行ってきた 他の日本企業の 事例と同様に ，分析を行った 3 社とも，同じ サ プバルー 

プから特許と 学術文献の両方が 出されていることが 多い． 

このことは，燃料電池についても ， " 研究 " と " 開発 " とが同じ サ プバループによって 行われていることを 

示唆している・ 

国家プロジェクトが 開始される以双より ，各企業より 特許が出されている・ 

このことは，国家プロジェクトとして 立ち上がってからはじめて 研究開発活動が 開始されるのではなく ，各 

企業による個々の 努力によって 研究開発活動が 開始されていることがわかる． 

4.1.4. 個別的特徴 

個々の企業における サ プバループの 展開の様子は 異なっている．日立製作所は ， 第 1 期 と第 11 期のあ いな 

でサ プバループが 再編されている・ 動的活動連関 国 より， 1985 年が境になっている 状況を読みとることができ 

る・これに対して ，東芝は，図 2 に見られるように ， 第 1 期 と第 11 期 とも継続して ，ほぼ一頁して 同じサ ブ 

グループによって 研究開発が展開されている・ 

また，統合された 研究開発グループ 内でメンバー 構成を見ると ， 1 研究開発チームあ たりのメンバー 数は， 

日立製作所の 場合， 4 ～ 7 名であ る研究開発チームが 多いが，東芝の 場合は，ほとんどの 研究開発チームが 2 

～ 4 名で構成されている． 

大阪工業技術研究所のメンバーからは ，学術文献が 多く出されている．特許は ，すべて民間企業との 共同出 

願 となっている   

4.2. 技術領域 

図 4 は，燃料電池本体を 担当している 日立製作所の 大規模な研究開発グループに 関して，学術文献について 

は インデックスを 用いて，また ，特許については ，特許庁が作成する 分類の 1 つであ る F ク 一ム を 用いて， 

各成果の技術内容を 示したものであ る．なお，検索した 時点で， F タームは， 1988 年頃 までに出願されたも 

のに付与されていた   

これによると ， 第 1 期においては ，おもに電極と 電池本体に関する 開発が行われ ， 第 11 期においても ，電 

池本体に関する 研究開発が続けられていることがわかる・また ， 第 11 期にはいってから ，周辺装置を 含む 燃 

料 電池、 ンステムに関する 成果も出されてはいるが ，分散的であ り，システム 全体としての 取り組みまで 達して 

いない様子がうかがえる． 
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5. 検討と考察 

溶融炭酸塩型燃料電池の 開発は ， 「ムーンライト 計画」 第 1 期においては ，通商産業省工業技術院から 電池 

本体を中心に 要素技術の開発が 委託され実施された・また ， 第 11 期においては ，機関ごとに 役割分担を定め ， 

形式の異なる 電池本体の開発を 日立製作所，三菱電機，石川島播磨重工業に 委託している・また ，東芝や富士 

電機を組合員として 含む溶融炭酸塩型燃料電池発電システム 技術研究組合は ，発電システム・ 周辺機器の開発 

と 電池材料技術の 開発およびスタックの 運転を担当している．また ，電力中央研究所がト 一タルシステムの 研 

究を行い，大阪工業技術研究所が 新規材料の開発と 性能評価を担当している・ 

動的活動連関 回 に見られるように ，大部分の成果は 民間企業独自に 行われたものであ る・ 第 1 期では，委託 

元の工業技術院長が 出願人となる 特許が散見されるが ，その発明者はすべて 民間企業の研究者であ る・また， 

第 11 期では，技術研究組合は 周辺技術を担当しているのみで ，かっ，その 成果の割合は ，各社の社内で 独自 

に展開された 成果に比し，きわめて 小さい・国立研究機関の 大阪工業技術研究所との 共同研究に よ る成果も多 

くない・このように 国家プロジェクトとはいえ ，その実態は ，各民間企業の 社内で独自に 行われた研究開発が 

主体であ り，プロジェクトによる 分担部分の直接的成果は 決して多くない． 

また，燃料電池の 研究開発過程における 組織展開の様子は ，これまでに 分析を行った 他の技術領域の 場合と 

同様，主として ，統合された 1 つの大規模な 研究開発グループによって 担われていた．すなわち ，各企業内の 

メンバーは，構成する 研究開発チームを 変えながらも ，相互に連関しながら 研究開発を行っていた・このこと 

は ，粗織間，とくに 各企業内あ るいは企業グループ 内では，燃料電池関連の 研究開発グループが 一体となって 

研究開発を行っていたことを 示唆しているといえる・ しかし，一方，国立研究機関との 関係では，各企業力 阿虫 

自 に研究開発を 行い，共同であ る課題の解決に 取り組む国家プロジェクトであ っても，国立研究機関とのあ い 

だには，研究開発グループとして 統合的に研究開発が 展開されるという 特徴がほとんど 及んでいないことを 示 

しているといえる・この 事例においては ，課題分割を 優先した共同作業であ って，統合的な 共同作業は展開さ 

れていない   
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